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別紙様式第 21号 

2025年 4月 16日 

 

一般社団法人 投 資 信 託 協 会 

会 長 松 下 浩 一  殿 

 

（商号又は名称）ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ投信投資顧問株式会社 

（代表者）代表取締役社長 バロック・ステファン・ジャスティン  

 

 

 

正会員の財務状況等に関する届出書 
 

 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関す

る規則第 10条第１項第 17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

 

１．委託会社等の概況 

 

(1) 資本金の額（2025年 3月 31日現在） 

現在の資本金の額 1億円 

会社が発行する株式総数 100,000株 

発行済株式総数 23,372株 

 

最近 5年間における主な資本金の額の増減は以下の通りです。 

2023年 3月27日 資本金 1億円に減資 

 

 (2) 委託会社の機構（2025年 3月 31日現在） 

 

①会社の意思決定機構 

取締役会は、法令または定款に定める事項のほか、当会社の業務に関する重要事項を決定し

ます。 
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（組織図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②投資運用の意思決定機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取締役会） 

・「投資政策委員会」および「コンプライアンス委員会」からの運用に関する報告を受け、

また必要に応じ各部より報告を聴収して運用全体を管理監督いたします。 

（投資政策委員会） 

・代表取締役社長に加え、運用担当 取締役、業務管理担当 取締役、経営管理担当 取締役、
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コンプライアンス担当 取締役、運用部長、ファンド推進部長、ファンド管理部長、コン

プライアンス部長により構成されます。 

・運用担当者が作成し、コンプライアンス部が確認した運用計画および決算・配当政策なら

びに運用実績を審議し、決定します。 

（コンプライアンス委員会） 

・各ファンドの運用実績（パフォーマンス）に関して、パフォーマンスの要因分析等を通じ

て、何らかの問題点や改善すべき点がないかどうか、検証します。 

（コンプライアンス部） 

・運用部またはファンド推進部より提出された運用計画等を審議し、法令諸規則等の適合性

を確認します。 

（運用部またはファンド推進部） 

・投資政策委員会において審議し決定された運用計画の実行およびモニタリングをします。 

・運用報告書を作成します。 

 

２．事業の内容及び営業の概況 

 

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券

投資信託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運

用（投資運用業）を行っています。また「金融商品取引法」に定める投資助言業務、第二種金

融商品取引業務を行っています。 

 

委託会社が運用する証券投資信託は 2025年 3月 31日現在、次の通りです。ただし、親投資信

託を除きます。 

種類 本数 純資産総額［百万円］ 

追加型株式投資信託 6 7,809 

単位型株式投資信託 10 17,567 

合計 16 25,376 
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３【委託会社等の経理状況】 

１．委託会社である TORANOTEC投信投資顧問株式会社(以下、「委託会社」という。)の財務諸表は、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和 38 年大蔵省令第 59 号、以下

「財務諸表等規則」という)、ならびに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に

関する内閣府令」（平成 19年８月６日内閣府令第 52号）により作成しております。 

 

２．財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

３．委託会社は、金融商品取引法第 193条の２第１項の規定に基づき、第 26期事業年度（2023年

４月１日から 2024年３月 31日まで）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により

監査を受けております。 

  



5 
 

(1)【貸借対照表】 

    
前事業年度 当事業年度 

（2023 年３月 31 日） （2024 年３月 31 日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

（資産の部）       

流動資産       

現金及び預金    81,210  84,356 

直販顧客分別金信託    1,458  3,065 

未収委託者報酬    30,913  37,816 

未収収益   4,456  2,272 

前払費用    13,392  5,068 

立替金 ※1   701  53,498 

未収消費税等   56,511  5,535 

未収入金 ※1  11,792  7,971 

預け金   6,943  1,074 

流動資産計    207,381  200,659 

固定資産       

有形固定資産       

  建物   1,299  1,299  

   減価償却累計額   △36  △36  

減損損失累計額  △1,262 ― △1,262 ― 

 工具、器具及び備品   3,358  1,426  

     減価償却累計額   △1,932  △134  

減損損失累計額  △1,425 ― △1,292 ― 

有形固定資産計    ―  ― 

投資その他の資産      

差入保証金   1,250  1,250 

 投資その他の資産計   1,250  1,250 

     固定資産計    1,250  1,250 

資産合計    208,631  201,909 
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前事業年度 当事業年度 

（2023 年３月 31 日） （2024 年３月 31 日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

（負債の部）         

流動負債       

預り金   21,309  34,016 

未払金      

 未払手数料   15,262  19,317 

 その他未払金 ※1  49,993  46,131 

未払費用   3,468  3,463 

未払法人税等   290  290 

   流動負債計   90,323  103,218 

固定負債      

 退職給付引当金   29,544  30,812 

 資産除去債務   5,474  5,474 

    固定負債計   35,018  36,287 

負債合計   125,341  139,505 

（純資産の部）      

株主資本      

 資本金   100,000  100,000 

 資本剰余金      

  その他資本剰余金  2,099  2,099  

  資本剰余金合計   2,099  2,099 

 利益剰余金      

  その他利益剰余金      

   繰越利益剰余金  △18,810  △39,696  

  利益剰余金合計   △18,810  △39,696 

株主資本合計   83,289  62,403 

     純資産合計   83,289  62,403 

負債純資産合計   208,631  201,909 
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(2)【損益計算書】 

    

前事業年度 当事業年度 

（自  2022年４月１日 （自  2023年４月１日 

  至 2023年３月31日）   至 2024年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

営業収益      

 委託者報酬  141,878  211,333  

 その他営業収益  218,953  253,072  

営業収益計   360,832  464,405 

営業費用      

支払手数料 ※１ 253,374  251,515  

広告宣伝費  434,621  28,470  

受益証券発行費  811  907  

調査費      

 調査費  44,720  43,405  

 委託調査費  1,382  1,402  

委託計算費  56,777  59,516  

営業雑経費      

 通信費  26,414  19,255  

 協会費  719  735  

 諸会費   754  784  

 その他営業雑経費  29,759  28,561  

営業費用計   849,336  434,554 

一般管理費      

 給料      

  役員報酬  38,708  36,150  

  給料・手当  224,372  179,520  

  賞与  ―  2,685  

 交際費  599  211  

 旅費交通費  1,109  860  

 租税公課  130  50  

 不動産賃借料  35,796  36,725  

 諸経費  119,650  98,202  

一般管理費計   420,368  354,406 

営業損失   △908,871  △324,555 
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前事業年度 

（自 2022年４月１日 
至 2023年３月31日） 

当事業年度 
（自 2023年４月１日 

至 2024年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

営業外収益      

受取利息  0  0  

雑益  356  258  

営業外収益計   356  259 

営業外費用      

 雑損失  5  ―  

営業外費用計   5  ― 

経常損失   △908,520  △324,296 

特別利益      

 受贈益 ※1 890,000  310,000  

特別利益計   890,000  310,000 

特別損失      

 減損損失  ―  6,300  

特別損失計   ―  6,300 

税引前当期純利益又は 

純損失（△） 
    △18,520  △20,596 

 法人税、住民税及び事業税   290  290 

当期純利益又は純損失（△）    △18,810  △20,886 
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(3）【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月 31日） 

                                    （単位：千円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合計 

当期首残高 594,300 354,300 1,465 355,765 

事業年度中の変動額     
減資 △494,300 △354,300 848,600 494,300 
欠損填補 － － △847,966 △847,966 

当期純利益又は純損失(△) － － － － 

事業年度中の変動額合計 △494,300 △354,300 634 △353,666 

当期末残高 100,000 － 2,099 2,099 

 

 株主資本 

純資産合計 
利益剰余金 

株主資本合計 その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

利益剰余金 

合計 

当期首残高 △847,966 △847,966 102,099 102,099 

事業年度中の変動額     
減資 － － － － 
欠損填補 847,966 847,966 － － 
当期純利益又は純損失(△) △18,810 △18,810 △18,810 △18,810 

事業年度中の変動額合計 829,155 829,155 △18,810 △18,810 

当期末残高 △18,810 △18,810 83,289 83,289 

 

当事業年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月 31日） 

（単位：千円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合計 

当期首残高 100,000 － 2,099 2,099 

事業年度中の変動額     
当期純利益又は純損失(△) － － － － 

事業年度中の変動額合計 － － － － 

当期末残高 100,000 － 2,099 2,099 

 

 株主資本 

純資産合計 
利益剰余金 

株主資本合計 その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

利益剰余金 

合計 

当期首残高 △18,810 △18,810 83,289 83,289 

事業年度中の変動額     
当期純利益又は純損失(△) △20,886 △20,886 △20,886 △20,886 

事業年度中の変動額合計 △20,886 △20,886 △20,886 △20,886 

当期末残高 △39,696 △39,696 62,403 62,403 
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注記事項 

 

（重要な会計方針） 

項目 
当事業年度 

（自 2023年４月１日 
至 2024年３月31日） 

１．固定資産の減価償却の方法 

 

 

有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

建物         8～15年 

工具、器具及び備品  4～10年 

２．引当金の計上基準 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い

た簡便法を適用しております。 

３．重要な収益の計上基準 当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業

における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する

通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりで

あります。 

(1)トラノコ・サービス 

トラノコ・アプリを介して投資口座を開設し、投資運用サ

ービスを提供しております。サービスの提供を通じて得られ

る収益に関して、主に投資口座の利用者より履行義務を充足

した当月中に固定月額料金が入金され、入金された時点にお

いて収益を認識しております。 

(2)投資信託（委託）業 

投資信託契約に基づき投資信託に関する投信委託サービ

スを提供し、投資信託の運用資産残高（以下「AUM」）に応

じて投信委託者報酬を受領しております。サービス提供の対

価として得られる投信委託者報酬は、各投資信託のAUMに固

定料率を乗じて毎日計算され、当月中に月次で収益を認識し

ております。投信委託者報酬は６ヶ月ごとに投資信託財産か

ら受領しております。 
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（貸借対照表関係） 
（単位：千円） 

前事業年度 

（2023年３月31日） 

当事業年度 

（2024年３月31日） 

※１ 関係会社項目 

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は

次のとおりであります。 

※１ 関係会社項目 

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は

次のとおりであります。 

立替金 468 

未収入金 7,534 

その他未払金 9,314 
  

立替金 51,918 

未収入金 6,215 

その他未払金 5,631 

 

 

（損益計算書関係） 
（単位：千円） 

前事業年度 

（自 2022年４月１日 

  至 2023年３月31日） 

当事業年度 

（自 2023年４月１日 

  至 2024年３月31日） 

※１ 関係会社項目 

関係会社との取引に係るものが次のとおり

含まれております。 

親会社へのシステム利用料 58,092 

親会社からの受贈益 890,000 

 

※２ 減損損失 

該当ありません。 

※１ 関係会社項目 

関係会社との取引に係るものが次のとおり

含まれております。 

親会社へのシステム利用料 56,741 

親会社からの受贈益 310,000 

 

※２ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 

新ＮＩＳＡ対応 
ソフトウェア仮

勘定 

東京都港区 

上記資産については、収益性の低下により投

資額の回収が見込めないため、減損損失を認識

するものであります。 

その内訳は、ソフトウェア仮勘定6,300千円

であります。 

原則として単一の事業であるため、全体の事

業用資産を単一の資産としてグルーピングし

ております。 

なお、事業用資産については、回収可能価額

を使用価値により測定しておりますが、回収可

能性が認められないため、その帳簿価額を零ま

で減損し、当該減少額を減損損失として計上し

ております。 
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（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 2022年４月 1日 至 2023年３月 31日） 

１.発行済株式の種類及び総数に関する事項 
（単位：株） 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 23,372 ― ― 23,372 

 

当事業年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月 31日） 

１.発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：株） 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 23,372 ― ― 23,372 

 

 

（リース取引関係） 

１.ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

該当ありません。 

 

２.オペレーティング・リース取引（借主側） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当社は、投資運用業及び投資助言業などの金融サービス事業を行っています。事業計画に照

らして、必要な資金を調達しております。資金運用については、短期的な預金等に限定して行

っております。 

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

顧客資産を分別管理するための直販顧客分別金信託は、信託銀行において分別保全されてお

り、「信託法」その他関係法令等により規制されているためリスクは極めて軽微であります。証

券投資信託に係る運用報酬の未決済額である未収委託者報酬は、運用するファンドの財産が信

託されており、「投資信託及び投資法人に関する法律」、その他関係法令等により一定の制限が

設けられているためリスクは極めて軽微であります。営業債権である未収収益、立替金、預け

金については、取引先の信用リスクに晒されております。 

営業債務である預り金、未払手数料、その他未払金、未払費用は、１年以内の支払期日であ

ります。 

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、営業債権について主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに

期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っ

ております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

前事業年度（2023年３月 31日） 

 当社の有する金融商品は主に短期間（１年以内）で決済されるなどのため時価が帳簿価額に
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近似するものであることから、記載を省略しております。 

 

当事業年度（2024年３月 31日） 

当社の有する金融商品は主に短期間（１年以内）で決済されるなどのため時価が帳簿価額に

近似するものであることから、記載を省略しております。 

 

 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、従業員の退職給付に充てるため、内部積立型の確定給付制度（退職一時金制度）を採

用しております。退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支

給しております。なお、当社が有する退職一時金制度は、自己都合退職金要支給額を基に計算し

た簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。 

 

２．簡便法を適用した退職給付引当金の期首残高と期末残高 

（単位：千円） 

前事業年度 
（自 2022年４月１日 

  至 2023年３月31日） 

当事業年度 
（自 2023年４月１日 

  至 2024年３月31日） 

退職給付引当金の期首残高 19,844 

 退職給付の支払額 ― 

 退職給付費用 9,700 

退職給付引当金の期末残高 29,544 
 

退職給付引当金の期首残高 29,544 

 退職給付の支払額 ― 

 退職給付費用 1,268 

退職給付引当金の期末残高 30,812 
 

 

３．退職給付費用 

 簡便法で計算した退職給付費用  前事業年度 9,700千円  当事業年度 1,268千円 

 

 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
（単位：千円） 

 前事業年度 

（2023年３月31日） 

当事業年度 

(2024年３月31日) 

(繰延税金資産)   

 繰越欠損金(注)2 1,169,741 1,337,819 

 退職給付引当金 9,046 10,346 

 減損損失 3,163 2,226 

 資産除去債務 1,676 1,838 

 未払事業税 △763 - 

 その他 35 132 

繰延税金資産 小計 1,182,899 1,352,364 

税務上の繰越欠損金に係る評価性 

引当額(注)2 
△1,169,741 △1,337,819 

将来減算一時差異等の合計に係る 

評価性引当額 
△13,157 △14,544 

 評価性引当額 小計(注)1 △1,182,899 △1,352,364 

繰延税金資産 合計 ― ― 

(注)1 繰延税金資産から控除された額（評価性引当額）に重要な変動が生じております。 

当該変動の主な要因は、税務上の繰越欠損金の増加によるものです。 
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(注)2 税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

前事業年度（2023 年３月 31 日） 
          （単位：千円） 

 1 年以内 
1 年超 

2 年以内 

2 年超 

3 年以内 

3 年超 

4 年以内 

4 年超 

5 年以内 
5 年超 合計 

税務上の繰越 

欠損金 (※) 
49,383 12,940 28,607 92,953 122,166 863,689 1,169,741 

評価性引当額 △49,383 △12,940 △28,607 △92,953 △122,166 △863,689 △1,169,741 

繰延税金資産 ― ― ― ― ― ― ― 

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 

 

当事業年度（2024 年３月 31 日） 
 （単位：千円） 

 1 年以内 
1 年超 

2 年以内 

2 年超 

3 年以内 

3 年超 

4 年以内 

4 年超 

5 年以内 
5 年超 合計 

税務上の繰越 

欠損金 (※) 
14,191 31,372 101,939 ― 133,976 1,056,339 1,337,819 

評価性引当額 △14,191 △31,372 △101,939 ― △133,976 △1,056,339 △1,337,819 

繰延税金資産 ― ― ― ― ― ― ― 

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、 

当該差異の原因となった主な項目別の内訳 

 税引前当期純損失を計上しているため注記を省略しております。 

 

 

（資産除去債務関係） 

１．当該資産除去債務の概要 

 本社オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法 

 貸主と合意した原状回復負担金に関する契約に基づいて計算しております。 

 

３．当該資産除去債務の総額の増減 

前事業年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月 31日） 
 （単位：千円） 

期首残高 増加 減少 期末残高 

5,474 ― ― 5,474 

 

当事業年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月 31日） 
 （単位：千円） 

期首残高 増加 減少 期末残高 

5,474 ― ― 5,474 
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（収益認識関係） 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載の

通りであります。 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項（重要な会計方

針）３．重要な収益の計上基準」に記載の通りであります。 

 

 

（セグメント情報等） 

＜セグメント情報＞ 

前事業年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月 31日） 

当社は資産運用事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

当事業年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月 31日） 

当社は資産運用事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

＜関連情報＞ 

前事業年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月 31日） 

１．製品およびサービスごとの情報 
（単位：千円） 

 
トラノコ 
サービス 

投信委託者 
報酬 

その他 合計 

外部顧客からの収益 204,352 141,878 14,601 360,832 

 

２．地域ごとの情報 

（1）営業収益 

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の 90％を超えるため、記載を省略

しております。 

 

（2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超

えるため、記載を省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への営業収益のうち、損益計算書の営業収益の 10％以上を占める相手先がない

ため、記載を省略しております。 

 

当事業年度（自 2023年４月 1日 至 2024年３月 31日） 

１．製品およびサービスごとの情報 
（単位：千円） 

 
トラノコ 
サービス 

投信委託者 
報酬 

その他 合計 

外部顧客からの収益 236,497 211,333 16,574 464,405 

 

２．地域ごとの情報  

（1）営業収益 

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の 90％を超えるため、記載を省略
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しております。 
 

（2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超

えるため、記載を省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 
（単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 GSA 学生寮ファンドⅥ(投資信託) 

営業収益 60,268 

 

＜報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報＞ 

前事業年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月 31日） 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月 31日） 

当社は資産運用事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

＜報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報＞ 

該当事項はありません。 

 

＜報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報＞ 

該当事項はありません。 
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（関連当事者情報） 

前事業年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月 31日） 

１．関連当事者との取引 

（ア） 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

取引条件および取引条件の決定方針等 

(注 1)： 上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含

まれております。 

(注 2)： 当社の資金計画に基づき、両社協議の上、必要な資金援助を受けております。 

(注 3)： システム利用料については、ユーザー数により算定し、決定しております。 

(注 4)： 広告宣伝費については、ポイント付与数により算定し、決定しております。 

(注 5)： ポイント投資代金については、ポイント付与数により算定し、決定しております。 

(注 6)： 情報機器関連費等について立て替えた実費を受け取っております。 

(注 7)： 家賃、広告費について親会社から実費の立て替えを受けております。 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（1）親会社情報  

ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ株式会社 （未上場） 

種

類 

会
社
等 

の
名
称 

所
在
地 

資本金 

(千円) 

事業の

内容 

議決権

等の所

有(被所

有)割合

(％) 

関連当事

者との 

関係 

取引の 

内容 

取引 

金額 

(千円) 

科目 

期末 

残高 

(千円) 

親
会
社 

Ｔ
Ｏ
Ｒ
Ａ
Ｎ
Ｏ
Ｔ
Ｅ
Ｃ 

株
式
会
社 

東
京
都
港
区 

100,000 
フィン

テック 

被所有 

100％ 

資金 

援助 

 

 

基幹シ 

ステム 

提供 

 

 

 

ポイント

加算に関

する業務

提携 

 

 

 

 

経費の 

立替 

 

 

経費の被

立替 

 

 

役員の 

兼任 

寄付金 

の受取 

(注 2) 

 

システム

利用料の

支払 

（注 3） 

 

広告宣伝

費の支払 

(注 4) 

 

ポイント

投資代金

の受取 

(注 5) 

 

経費の 

立替 

(注 6) 

 

経費の 

被立替 

(注 7) 

 

 

890,000 

 

 

 

58,092 

 

 

 

 

27,088 

 

 

 

99,344 

 

 

 

 

12,106 

 

 

 

37,127 

 

 

－ 

 

 

その他 

未払金 

 

 

 

その他 

未払金 

 

 

 

未収入金 

 

 

 

 

立替金 

 

 

その他 

未払金 

 

 

－ 

 

 

 

5,297 

 

 

 

 

971 

 

 

 

7,534 

 

 

 

 

468 

 

 

 

3,046 
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当事業年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月 31日） 

１．関連当事者との取引 

 （ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

取引条件および取引条件の決定方針等 

(注 1)： 上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含

まれております。 

(注 2)： 当社の資金計画に基づき、両社協議の上、必要な資金援助を受けております。 

(注 3)： システム利用料については、ユーザー数により算定し、決定しております。 

(注 4)： 広告宣伝費については、ポイント付与数により算定し、決定しております。 

(注 5)： ポイント投資代金については、ポイント付与数により算定し、決定しております。 

(注 6)： 情報機器関連費等について立て替えた実費を受け取っております。 

(注 7)： 家賃、広告費について親会社から実費の立て替えを受けております。 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（1）親会社情報  

 ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ株式会社 （未上場） 

 

 

種

類 

会
社
等 

の
名
称 

所
在
地 

資本金 

(千円) 

事業の

内容 

議決権

等の所

有(被所

有)割合

(％) 

関連当事

者との 

関係 

取引の 

内容 

取引 

金額 

(千円) 

科目 

期末 

残高 

(千円) 

親
会
社 

Ｔ
Ｏ
Ｒ
Ａ
Ｎ
Ｏ
Ｔ
Ｅ
Ｃ 

株
式
会
社 

東
京
都
港
区 

100,000 
フィン

テック 

被所有 

100％ 

資金 

援助 

 

 

基幹シ 

ステム 

提供 

 

 

 

ポイント

加算に関

する業務

提携 

 

 

 

 

経費の 

立替 

 

 

経費の被

立替 

 

役員の 

兼任 

寄付金 

の受取 

(注 2) 

 

システム

利用料の

支払 

（注 3） 

 

広告宣伝

費の支払 

(注 4) 

 

ポイント

投資代金

の受取 

(注 5) 

 

経費の 

立替 

(注 6) 

 

経費の 

被立替 

(注 7) 

 

 

310,000 

 

 

 

56,741 

 

 

 

 

6,430 

 

 

 

69,200 

 

 

 

 

55,941 

 

 

 

31,535 

 

－ 

 

 

その他 

未払金 

 

 

 

その他 

未払金 

 

 

 

未収入金 

 

 

 

 

立替金 

 

 

その他 

未払金 

 

 

－ 

 

 

 

5,121 

 

 

 

 

509 

 

 

 

6,215 

 

 

 

 

51,918 

 

 

 

－ 
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（１株当たり情報） 

前事業年度 

（自 2022年４月１日 

  至 2023年３月31日） 

当事業年度 

（自 2023年４月１日 

  至 2024年３月31日） 

１株当たり純資産額 3,563 円 64 銭 

１株当たり当期純損失金額 804 円 83 銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

１株当たり純資産額 2,670 円 01 銭 

１株当たり当期純損失金額 893 円 64 銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

 

（注）１株当たり当期純利益（又は純損失(△))金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前事業年度 

（自 2022年４月１日 

   至 2023年３月31日） 

当事業年度 

（自 2023年４月１日 

   至 2024年３月31日） 

当期純利益又は純損失（△）（千円） △18,810  △20,886  

普通株主に帰属しない金額（千円）   －    －  

普通株式に係る当期純利益又は純損失

（△）（千円） 
△18,810  △20,866  

普通株式の期中平均株式数（株）  23,372   23,372  

 

 

（重要な後発事象） 

＜親会社からの資金援助＞ 

 当社は親会社であるＴＯＲＡＮＯＴＥＣ株式会社より 2024 年４月 1 日以降 2025 年４月 10 日

までに 110,000千円の寄付金による資金援助を受けております。 

 

＜親会社における新株発行及び第５回新株予約権付社債の転換について＞ 

 当社の親会社であるＴＯＲＡＮＯＴＥＣ株式会社は、2024年４月 11日開催の取締役会及び 2024

年４月 19 日開催の臨時株主総会の決議により、第三者割当増資によるⅮ種優先株式を発行し、

2024年７月２日（199,906千円）、2024年８月 30日（199,906千円）、2024年９月 30日（99,953

千円）に払い込みが完了しました。また、第５回新株予約権付社債（発行総額 500,000 千円、払

込期日 2023 年４月 20 日、償還期限 2024 年４月 20 日）の取得条項に定める所定の資金調達が実

施されたことに伴い 2024 年４月 20 日に本新株予約権を取得するのと引換えにⅮ種優先株式を社

債権者に交付いたしました。これにより同社債の償還義務は消滅しました。 

 

＜債権流動化手法による資金調達について＞ 

 当社は 2024 年４月 11 日開催の臨時取締役会の決議により、当社の親会社であるＴＯＲＡＮＯ

ＴＥＣ株式会社及び当社の財務基盤の強化及びグループの運転資金の調達を目的として債権流動

化手法（対象債権：207,000千円）によって資金調達を行い、４月 22日に H.I.F.株式会社からの

買取代金 172,769千円の入金が完了しました。なお、10月 10日に対象債権全額の買戻し（返済）

を完了いたしました。 

 

＜親会社への短期貸付について＞ 

 当社は 2024 年４月 25 日に、当社の親会社であるＴＯＲＡＮＯＴＥＣ株式会社に対して貸付期

間３ヶ月、金利３％にて 65,000 千円の貸し付けを行いました。なお、７月 23 日に元利金全額が

返済されました。 
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＜親会社における新株発行について＞ 

 当社の親会社であるＴＯＲＡＮＯＴＥＣ株式会社は、2025年１月 27日開催の取締役会及び 2025

年２月４日開催の臨時株主総会の決議により、第三者割当増資による新株（Ⅾ種優先株式 総額

49,976千円）を発行し、2025年２月 21日に払い込みが完了しました。また、2025年２月 17日開

催の取締役会及び 2025 年２月 25 日開催の臨時株主総会の決議により、第三者割当増資による新

株（Ⅾ種優先株式 総額 99,953千円）を発行し、2025年２月 28日に払い込みが完了しました。 

 

 

公 開 日 2025年 4月 16日 

作 成 基 準 日 2025年 4月 14日 

本 店 所 在 地 東京都港区虎ノ門四丁目 3番 1号 

城山トラストタワー36階 

お問い合わせ先 経営管理部 



 

21 
 

独立監査人の監査報告書 

2025年４月14日 

ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ投信投資顧問株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

東京事務所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 辰 巳 幸 久 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 竹 内 知 明 

監査意見 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会

社等の経理状況」に掲げられているＴＯＲＡＮＯＴＥＣ投信投資顧問株式会社の2023年４月１日か

ら2024年３月31日までの第26期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記ついて監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ投信投資顧問株式会社の2024年３月31日現在の財政状態及び同日

をもって終了する事業年度の経営成績の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

強調事項 

1． 注記事項（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は会社の親会社であるＴＯＲ

ＡＮＯＴＥＣ株式会社より2024年４月1日以降2025年４月10日まで寄付金による資金援助

を受けている。 

2． 注記事項（重要な後発事象）に記載されているとおり、ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ株式会社は、

2024年４月11日開催の取締役会及び2024年４月19日開催の臨時株主総会の決議により、第

三者割当増資によるⅮ種優先株式を発行し、払い込みが完了している。また、第５回新株

予約権付社債を取得するのと引換えにⅮ種優先株式を社債権者に交付している。これによ

り同社債の償還義務は消滅している。 

3． 注記事項（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は2024年４月11日開催の臨時

取締役会の決議により、2024年４月22日に債権流動化手法による資金調達を行っている。

なお、2024年10月10日に対象債権全額の買戻し（返済）を行っている。 

4． 注記事項（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は2024年４月25日にＴＯＲＡ

ＮＯＴＥＣ株式会社に対して短期貸付を行っている。なお2024年７月23日に元利金全額が

返済されている。 
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5． 注記事項（重要な後発事象）に記載されているとおり、ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ株式会社は、

2025年１月27日開催の取締役会及び2025年２月４日開催の臨時株主総会の決議により、第

三者割当増資によるⅮ種優先株式を発行し、払い込みが完了している。また、ＴＯＲＡＮ

ＯＴＥＣ株式会社は、2025年２月17日開催の取締役会及び2025年２月25日開催の臨時株主

総会により、第三者割当増資によるⅮ種優先株式を発行し、払い込みが完了している。 

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びそ

の監査報告書以外の情報である。当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、

その他の記載内容に対するいかなる作業も実施していない。 

以 上 

 

(注) 上記の監査報告書の原本は当社が別途保管しております。 

 
 


